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生活必需品の価格統制を発表 

アルゼンチンのマクリ大統領は 4 月 17 日、生活必需品の価格を最低でも 6 ヵ月間統

制し、公共サービス料金も年内は据え置くと発表した。価格統制の対象となる生活必需

品は、米、小麦粉、パスタ、牛乳、ヨーグルト、砂糖、ジャム、ビスケットなどの基礎

食料品を含めた約 60 品目で、食肉価格を抑制する政策も別途用意された。公共サービ

スでは、電気代、ガス代、公共料金運賃、高速道路通行料などが据え置きの対象となる。 

 

インフレの抑制に失敗したマクリ政権 

アルゼンチンでは年明け後、再びインフレが加速し、3月の消費者物価上昇率は前月

比＋4.7％、前年比で＋54.7％に達している（図 1）。そして、IMF によると、2019 年の

消費者物価上昇率は、さらに 43.7％切り上がるとされている。ちなみに、実質 GDP 成

長率も前年比▲1.2％と、2018年の同▲2.5％に続くマイナスが予想されている。このよ

うな状況が続くと、10 月に行われる大統領選での再選も厳しくなると判断し、マクリ

政権は価格統制を実施したのであろう。また、価格統制とは別に、恩給・年金受給者に

低金利の融資を約束し、生活必需品、医薬品の割引適用を行うなどの低所得者層に配慮

した政策も併せて発表している。 

しかし、今回の価格統制は、前政権の保護主義的経済政策によって悪化した国内の状

況を自由主義的な改革により改善すると謳っていたマクリ政権の方針に逆行している。

前政権は、インフレ対策として価格統制や為替介入などの対策を取ったものの、結果的

には闇市場を生み出し、インフレを抑えることができず失敗に終わった。 

今回、マクリ政権は緊急避難的に価格統制策を打ち出したが、統制が長期化すると、

前政権の二の舞となりかねない。大統領選を控え、マクリ政権は難しい立場に立たされ

ている。 
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図 1 消費者物価上昇率の推移 
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